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政策金融改革に関する経済財政諮問会議の検討結果について 
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平成１４年１２月１３日 

経 済 財 政 諮 問 会 議 

 

政策金融改革について 

                              

 

 

わが国の政策金融は諸外国に比べ規模が大きく、かつ時系列的に増大傾向にあり、

このことが、金融資本市場の資源配分機能を歪めてきた。わが国にとって、金融資本

市場の効率化は最重要課題であり、民間部門の自由かつ自発的な活動を最大限引き出

す方向での政策金融の抜本的改革が必要である。 

 

１ 改革達成に向けての道筋 

現下の厳しい経済金融情勢に鑑み、民間金融機能の正常化への道筋を踏まえて、以

下のとおり３段階で、政策金融改革を進める必要がある。 

 

(1) 不良債権集中処理期間（平成１６年度末まで） 

金融円滑化のため、政策金融を活用する。特に、金融環境の激変、連鎖倒産のおそ

れ等に際しては、円滑な資金供給を確保する等、セーフティネット面での対応につい

て、万全を期す。 

民間人も含め改革に意欲のある人材の登用など適材適所の経営責任者任用、特殊法

人等整理合理化計画（平成１３年１２月１９日閣議決定）の着実な実行等可能な措置

を実施する。 

      

(2) 平成１７年度から平成１９年度まで 

民間金融機関の機能回復・強化の状況を見つつ、あるべき姿に移行するための準備

期間。組織の統合集約化を目指す観点に立って対象分野の厳選を進めつつ、可能な改

革措置をできるだけ速やかに実施する。また、あるべき姿への移行を円滑に進めるた

めの政府及び政策金融機関の会議を開催する。 

 

(3) 平成２０年度以降 

速やかに新体制に移行する。 

 

 

２ 政策金融のあるべき姿の実現 

 

(1) 対象分野の厳選 

遅くとも平成１９年度末までに、別添１の基準に則って、別添２に掲げる事項に留
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意しつつ、国として政策金融の手法を用いて真に行うべきものを厳選する。その際、

各分野毎の政策的特性を踏まえて、各政策金融機関の機能を個々に精査し、業務内容

により仕分けを行った上で、類似の目的を有する他の政策手段・機能も十分に考慮し、

廃止・民間業務等への移行を行うものを判断する。 

 

(2) 規模の縮減 

民間金融機能が正常化することを前提に、現行政策金融機関８機関の貸出残高につ

いて、将来的に対ＧＤＰ比率で半減することを目指す。 

 

(3) 組織の見直し 

   (1)の見直しと合わせ政策金融機関８機関については、現行政策金融機関が有する資

源にも配慮しつつ、廃止、民営化を含めて、組織のあり方を検討し、平成１９年度末

までに現行の特殊法人形態は廃止する。国として必要な政策金融機能を担う後継組織

については大胆に統合集約化を進める。新たな組織形態については、政策として行う

ことが必要な事業を確実かつ効率的に行い得るよう、特に、以下の点を満たす制度設

計を行い、厳格なガバナンスを構築する。 
① 経営責任の明確化（経営責任を曖昧にする恐れがある収支差補給金の廃止を含

む。なお、必要に応じ利子補給金等により対応する。） 

② 事業運営の効率性の向上 

③ 民間人も含め改革に意欲のある人材の登用など適材適所の経営責任者の任用 

④ 組織及び事業の存続の必要性に係る情報、コストやリスクに係る情報等、情報

開示の徹底 

⑤ 第三者機関の設置の検討も含めた事前・事後の評価・監視体制の整備（具体的

な効果計測指標の設定、民業補完の遵守状況の評価基準への採用、評価機関への

利用者及び民間金融機関の代表者の参加を含む。） 

    ⑥ 会計は、原則として企業会計原則によることとする。 

 

(4) 政策金融の手法の革新、融資条件の適正化の徹底等 

あるべき姿の実現に向けて、移行のための準備期間においても、政策金融の手法

の革新、融資条件の適正化の徹底等可能な措置はできるだけ速やかに実施する。 
① 政策金融の手法の革新 

諸外国の民業補完の事例を参考にしつつ、間接融資、債務保証等の手段へ

の移行、あるいは、直接貸出を行う場合でも協調融資への移行及び貸付対象

要件の透明性の確保を図るなど、手法の革新を行う。 

② 融資条件の適正化の徹底 

民間に準拠した、リスクに見合った金利設定の導入を引き続き促進する。 

貸付における固定金利期間の短期化等を通じて、運用金利と調達金利の期

間差異の実質的解消による金利リスクの排除を図る。 
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３ 留意事項 

   ① 改革の過程を通じて、円滑かつ効率的な中小企業金融が確保されるよう配意する。 

② この改革とあわせ、市場型間接金融や直接金融の拡大など、資本市場、民間金融

機能の高度化を進める。そのために、関係府省が一体となって環境整備に取り組

む。 

③ 改革の過程において政策金融を活用する場合には、市場本来の機能が最大限に発

揮されるよう、適切な配慮を行う。 
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（別添１）政策金融の対象分野に関する基準 

 

構造改革の基本原則である「官から民へ」を踏まえれば、「民間にできることは民間

に委ねる」ことは当然として、「長期、固定、低利」を含め民間ではできない場合であ

っても、それのみをもって政策金融の存在が正当化されるわけではない。 

政策金融の存在意義が明確に認められるのは、政策の必要性が明らかであると同時

に金融機能をもって対処することが必要な場合である。具体的には、以下の①、②の

条件に共に該当する場合である。 

① 公益性 

政府の介入によって明らかに国民経済的な便益が向上する（社会的な便益

が社会的な費用を上回るため、政策的助成により「高度な公益性」が発生す

る）場合 

② 金融リスクの評価等の困難性 

情報が乏しいこと、あるいは不確実性や危険性が著しく大きいことによっ

て、リスクの適切な評価等が極めて困難なため、民間金融による信用供与が

適切に行われない（金融機能面における「リスク評価等の困難性」ゆえに資

金不足が生ずる）場合 

 

以上二つの基準を踏まえて、政策金融の活動領域を整理すれば、以下のとおりであ

る。 

（Ａ）①②が共に該当する場合は、政策金融固有の活動領域である。 

   ただし、金融的手法であっても、直接貸出に限らず債務保証等の他の手段と

比較して、どれが適切か厳密な選択が必要である。 

（Ｂ）①に該当するが、②には該当しないものについては、金融手段による政策介

入の必要性は乏しいため、政策金融で行う必要はない。補助金などの他の政策

手段と比較し、コスト最小化の観点から、不断に厳格な検証を行うことが必要

である。 

（Ｃ）①②のいずれにも該当しない場合は、政策的介入の必要性はない。 

（Ｄ）②に該当するが、①には該当しない場合は、政策的必要性が乏しいことから、

基本的に政策金融の必要はない。むしろ、リスク負担を行う民間の貸手が登場

するように、民間の金融市場の整備を図ることが重要である。 
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（別添２）機関別の主要検討課題 

 
１ 国民生活金融公庫 

・ 特別貸付、教育貸付のあり方 
・ 長期継続的に利用している借り手の自立化推進の方策 

 
２ 農林漁業金融公庫 

・ 大企業をはじめとする食品産業向け融資のあり方 
 
３ 中小企業金融公庫 

・ 一般貸付のあり方 
・ 特別貸付制度の創設・評価のあり方 

 
４ 公営企業金融公庫 

・ 政府保証の必要性の有無を踏まえた財政融資との役割分担のあり方 
・ 公社貸付、一般会計事業貸付のあり方 
・ 更新投資に対する貸付のあり方 

 
５ 沖縄振興開発金融公庫 

・ 沖縄特利制度のあり方 
・ 特定業種向け・産業振興目的の一般的な貸付制度のあり方 

 

６ 国際協力銀行 
・ 輸入金融、投資金融、アンタイドローンのあり方 

 
７ 日本政策投資銀行 

・ 大企業向け融資のあり方 
・ プロジェクト・ファイナンスのあり方 
・ 地域インフラ向け融資のあり方 

 
８ 商工組合中央金庫 

・ メンバーズバンク業務のあり方 
・ 大企業・中堅企業向け融資のあり方 

 


